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１．事業の目的・政策的位置付け 

１-１ 事業目的 

（１） 背景 

１）中小企業向けのシステム開発手法の標準化 

ソフトウェア及びその周辺機能から構成されるシステムは、様々な機器等に

組込まれ、経済社会全体の基盤として機能しており、システムの信頼性、安全

性は社会基盤の安定性を左右する存在となっている。しかし、最近では、航空

会社のシステム、証券取引システム等のトラブルが頻発しており、システムの

品質の確保が喫緊の課題となっている。 

また、ビジネスのスピードが速まっている中、顧客はますます厳しい水準を

要求し、より大規模なシステムをより短期間で開発することが求められており、

なおかつ開発効率向上及び地球温暖化ガス削減の必要性が高まっており、特に

中小ソフトウェア企業がこうした要求に応えるのは困難な状況である。こうし

た背景から、中小企業でも信頼性・生産性の高いシステム開発を可能とする、

システムの信頼性及びその開発の効率性を向上させるシステム開発手法の確立

が強く求められるに至っている。 

 

２）中小ソフトウェア企業等による高信頼な組込みシステムの開発 

２－１）高信頼な組込みシステム（車載制御）の開発環境及びアーキテクチャの

確立 

さらに、組込みシステムは製造業をはじめとするあらゆる産業で活用され、

価値の源泉となっていることから、各産業の競争力を維持・向上していくため

にも、中核として機能するシステムを一早く国際標準として確保していくこと

が重要である。また、組込みシステム産業の特徴としてその大半を中小企業が

占めており、製造業及び組込みシステム産業の競争力強化のためには、これら

中小企業全体の底上げにつながる非競争領域の技術開発・実証等が必要である。

特に自動車分野における「走る」「曲がる」「止まる」といった制御系のシステ

ムについては、事故が起きた際には生活者の生命に直結する問題となることか

ら、高い安全性が求められる一方、欧州を中心にソフトウェアのみならずシス

テム領域までを対象とした技術開発・実証が始まっており、一早く信頼性の高

いシステムを中小ソフトウェア企業等の技術力を結集して開発することが必要

となっている。 
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２－２）高信頼な情報家電用組込みソフトウェアの開発環境及びフレームワーク

の確立 

企業の競争に影響が少ない協調領域の IT 資産を有効活用する研究として、不

良品を許さない必要最低限の信頼性と安全性を求められる比較的低価格な情報

家電製品等を対象とした、企業横断的に活用可能な共通基盤を構築し、中小企

業が安価な投資で開発可能となるフレームワークを確立する。 

 

３）検証の高度化 

現在、組込みシステムは、社会インフラとしての重要性が増している一方で、

より大規模・複雑なソフトウェアを短期間に開発することが求められているた

め開発負担は増加し、ソフトウェアに起因する製品トラブルが頻発している状

況にある。そのため、組込みシステムの信頼性・安全性の向上が不可欠である。 

しかし、組込みシステムの信頼性・安全性を担保するための検証作業はコス

トが膨大であり、各社が個別に実施した場合、製品価格に直接的に影響し、我

が国組込みシステム業及び製造業の国際競争力を損なう可能性が高い。また、

検証作業の適格性を担保することが我が国組込みシステム関連製品の信頼性・

安全性の向上に寄与する。 

そのため、信頼性・安全性を確実に機能させるため、ユーザー視点を含んだ、

開発段階の機能検証を可能とする検証技術を開発する。なお、技術開発と並行

して、国際展開も見据えつつ、検証に関する統一的・適切なルールを構築し、

それに沿った形で第三者が組込みシステムの信頼性・安全性について検証する

枠組みを検討することが重要である。 

 

（２）目的 

本事業は、社会インフラとして機能する一方、昨今、規模が拡大し、トラブル

が頻発するシステムの信頼性を向上させるとともに、我が国製造業及びソフトウ

ェア産業の国際競争力を強化するため、中小企業でも信頼性・生産性の高いシス

テム開発を行えるように開発手法を標準化するとともに、中小ソフトウェア企業

等による高信頼な組込みシステムの技術開発・実証等を行う。 

 

１）中小企業向けのシステム開発手法の標準化 

システムの信頼性及びその開発の効率性を向上させるシステム開発手法の導

入・実証事業等を行うとともに、中小企業等産業界における標準化活動を行う。 

 

２）中小ソフトウェア企業等による高信頼な組込みシステムの開発 

２－１）高信頼な組込みシステム（車載制御）の開発環境及びアーキテクチャの

確立 
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高効率かつ高信頼なシステム開発手法を、特に高い信頼性・安全性が求められ、

近年開発規模の拡大が著しい自動車の制御システムの開発環境及びアーキテクチ

アの開発に適用する。これにより、制御システムの開発を支援するソフトウェア

の開発や、特に本年国際標準化の動きが加速している機能安全に着目した開発プ

ロセス等の確立を行うとともに、機能安全を実装したアーキテクチャを中小ソフ

トウェア企業等により開発する。 

 

２－２）高信頼な情報家電用組込みソフトウェアの開発環境及びフレームワーク

の確立 

企業の競争に影響が少ない協調領域の IT 資産を有効活用する研究として、不良品

を許さない必要最低限の信頼性と安全性を求められる比較的低価格な情報家電製

品等を対象とした、企業横断的に活用可能な共通基盤を構築し、中小企業が安価

な投資で開発可能となるフレームワークを確立する。 

 

３）検証の高度化 

信頼性・安全性を確実に機能させるため、ユーザー視点を含んだ、開発段階

の機能検証を可能とする検証技術を開発する。 

 

（３）事業の内容 

本事業は、平成 22 年度から 25 年度まで 4 年にわたる事業として計画されて

おり、その具体的な内容は以下の 5 つから構成されている。 

 組込みシステム産業の施策立案に向けた実態把握のための調査研究 

 システム開発の高度化に関する調査研究 

 機能安全に対応した機器制御システムの開発 

 品質説明力向上に向けたオープンツールプラットフォーム構築 

 IT 融合システムの信頼性・安全性等を確保する開発・検証技術等の確立 

本事業を推進する全体のスケジュールを、図表 1-1 に示す。 
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図表 1-1 全体スケジュール 

 

  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

機能安全に対応した機器制御システムの開発

品質説明力向上に向けた
オープンツールプラットフォーム構築

IT融合システムの信頼性・安全性等を
確保する開発・検証技術等の確立

組込みシステム産業
の施策立案に向け
た実態把握のため
の調査研究

システム開発の高度
化に関する調査研究
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１-２ 政策的位置付け 

平成 22 年 3 月に開催された「産業構造審議会 情報経済分科会「情報サービ

ス・ソフトウェア小委員会」」において、「組込みソフトウェア」の重要性、お

よび今後の取り組みの方向性として、「組込みソフトウェア」の信頼性向上、各

種環境整備が必要な施策として挙げられ、重視すべき施策として位置づけられ

ている（図表 1-2）。 

 

図表 1－2 産業構造審議会 情報経済分科会第 13 回情報サービス・ソフトウェア小委員会資料 

「今後の情報サービス・ソフトウェア産業のあり方と施策」 

 

その他、「政府・経済産業省の成長戦略」「政府の科学技術政策」「高度情報通

信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ総合戦略本部、旧 IT 戦略本部）の IT

戦略」等にも「組込みソフトウェア」に関連する記述があるなど、政策の中に

明確に位置づけられている（資料 6-1 1-2 政策的位置付け参照）。 

また、以下にその他の本事業に関連のある政策等を以下に列挙する。 

 IT 政策ロードマップ中間報告（平成 20 年 4 月 IT 戦略本部） 

Ⅱ３．「つながり力」発揮による経済成長の実現 

 革新的技術戦略中間とりまとめ（平成 20 年 4 月総合科学技術会議） 

 経済成長戦略大綱（平成 19 年 5 月経済財政諮問会議） 

第２章－１．（１）IT 革新による競争力強化、（５）IT 革新を支える産業・基

盤の強化 
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 世界一安心できる IT 社会 

３．世界への発信 

 国際競争社会における日本のプレゼンスの向上 

 「技術戦略マップ」（平成 17 年 3 月産業構造審議会研究開発小委員会） 

２．２－１．Ⅲ．１．（６）ソフトウェア分野 

 知識融合を通じた成長力の強化中間論点整理（案）（平成 20 年 5 月産業構造審

議会情報経済分科会） 

第３章４．（２）②ⅱ）融合領域におけるソフトウェア技術・活用の強化 

今後、組込み機器と情報システムとの融合が進み、協調・統合制御が進展し

ていくことから、統合されたシステム全体を設計できる高信頼な手法・ツ

ールの検討に着手すべきではないか。 

 未来開拓戦略（J リカバリー・プラン）（平成 21 年 4 月 17 日内閣府・経済産

業省） 

II．各分野の主な重点プロジェクトのテーマと概要 

３．魅力発揮 

主な重点プロジェクトの概要 

＜IT 底力発揮戦略＞ 

 IT を活用したリーディング産業の競争力強化と地域・中小企業の活性化 

・2015 年には自動車の生産コストの約４割を占めるなど、各種産業の競争力の

源泉を握る IT・ソフトウェアの共同開発を促進。 

 IT を巡る今後の戦略の検討ポイント（平成 21 年 5 月産業構造審議会情報経済

分科会基本問題小委員会） 

Ⅱ－２．産業・地域の活性化及び新産業の育成 

（将来ビジョン） 

経済・社会・文化を含めた「国」としての競争力の向上 

・自動車・電機・流通サービスなどの既存産業について、①IT 社会シス

テムの中での新しい機能を発現、②機能・付加価値を高める組込み等

のソフトウェアの高度化によって、高効率で新たな機能や価値を持つ、

国際競争力のある産業へと変革 

（目標達成のための戦略） 

（２）IT を活用したリーディング産業の競争力強化と新産業の創出、地域・中

小企業の活性化 

・2015 年には自動車の生産コストの約 4 割を組込みソフトウェアが占めると

予測されるなど各種産業の競争力の源泉を握る IT・ソフトウェアについて、

共同開発、標準化・共通化を促進。 

事業に対するユーザーや有識者の意見・外部評価 

Ⅱ－３．デジタル基盤の整備 

（将来ビジョン） 
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 省エネルギー・環境保全技術、高信頼化技術、ソフトウェアエンジニアリング

技術、情報セキュリティ技術、 

高度デバイス技術、ユーザーインターフェース技術などで常に世界をリードし、

これら技術、インターフェースや地理空間情報などにおいて国際標準化に貢

献する 

（目標達成のための戦略） 

（３）情報セキュリティ・システム信頼性・プライバシー保護 

 プログラム自動化作成・テストツールなどの高度ソフトウェア開発技術の、ソ

フトウェアエンジニアリング技術やツールなど、信頼が高いソフトウェアを構

築するために必要な技術開発の推進 

 

 

１-３ 国の関与の必要性 

国際的にシステム開発プロセス等（特に機能安全）に関する標準化に向けた

取組みが加速しており、我が国の国際競争力確保の観点から、当該分野の標準

化を数年以内に実現する必要に迫られている。また、既に述べたとおり、シス

テムがあらゆる製品や経済社会で活用されており、システムの品質を向上させ

ることは、我が国経済社会全体の安全・安心を確保する上で不可欠の課題とな

っている。加えて、我が国組込みシステム関連産業の多くを占める中小企業の

技術力を強化することは、これら中小企業の国際競争力強化、引いては製造業

全体の競争力強化につながるため、国が関与する必要がある。 

以上の観点から、システム開発手法の確立及びそれを適用した各業界におけ

るシステム開発環境やアーキテクチャの開発等は、国がリーダーシップをとっ

て推進する必要がある。 

 

※機能安全：故障した場合でも安全性を確保する機能をシステムに持たせてお

く仕組み。現在、自動車、産業機械等の分野ごとに国際規格の策定が進んで

いる。 
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２. 研究開発目標 

２-１ 研究開発目標 

 全体の目標設定 ２-１-１

本事業では全体の目標を、日本製の製品の競争力の源泉である組込みシステ

ムに関わる開発と検証の機能向上に絞って実施する。 

開発については、自動車の機能安全に関わる国際規格 ISO 26262 の全体像に 1

つのポイントを置く。また検証では、IT 融合による大規模で複雑な社会システ

ムの品質を第三者が効果的に検証できる手法の開発にポイントを置く。 

 



 9 

 

 個別要素技術の目標設定 ２-１-２

本事業の個別の事業の目標を、図表 2-1 のように設定する。 

 

個別の事業 事業者名 目標・指標 

システム開発の高

度化に関する調査

研究 

（株）三菱総合研究所 

（平成 22年度） 

ソフトウェアメトリクスの高度化を

図る。 

プロジェクトの成功を予測する方

法を検討し，確立する。／安全ソ

フトウェア設計に関する調査研究

を行う。 

（社）日本情報システム・ユ

ーザー協会（平成 22年度） 

ユーザー企業の IT に関わる動向

を調査／分析する。 

組込みシステム産

業の施策立案に向

けた実態把握のた

めの調査研究 

（株）三菱総合研究所 

（平成 22年度） 

組込みソフトウェアの競争力強化

に資する製品メーカー（発注者）と

組込みソフトウェアベンダ（供給

者）間の協業を実現するために必

要となる取組みについて検討す

る。 

ガートナージャパン（株） 

（平成 22年度） 

組込みシステム産業の現状につ

いて調査する。 

機能安全に対応し

た機器制御システ

ムの開発 

（社）JASPAR 

（平成 22年度） 

今まで各社個別で対応してきた信

頼性（機能安全）に関する「非競

争領域の技術」と「国際規格 ISO 

26262 に対する解釈方法」の標準

化と共有化を行う。 

（社）JASPAR 

（平成 23年度） 

信頼性・安全性等の品質の確保

が喫緊の課題となっている組込み

システムについて、信頼性・安全

性の向上、標準化の推進等を図

る。 

（社）JASPAR 

（平成 24年度） 

機能安全に関する説明性の向上

が必要となっている組込みシステ

ムについて、機能安全に関する説

明性を効率的に向上させる。 
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品質説明力向上に

向けたオープンツ

ールプラットフォー

ム構築 

（社）TERAS 

（平成 23年度） 

品質説明力の向上を図るための

オープンツールプラットフォームを

構築し、国際的に活用される産業

基盤を形成する。 

（社）TERAS 

（平成 24年度） 

（社）TERAS 

（平成 25年度） 

IT 融合システムの

信頼性・安全性等

を確保する開発・

検証技術等の確立 

（社）スマートシステム検証

技術協会 

（平成 24年度） 

IT融合システムの信頼性・安全性

等を第三者が効果的・効率的に

検証できる技術手法を確立する。 

（社）スマートシステム検証

技術協会 

（平成 25年度） 

図表 2-1 個別要素技術の目標 

＊JASPAR: Japan Automotive Software Platform and ArchITecture 

＊TERAS: Tool Environment for Reliable and Accountable Software 

 


